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忠　　次
　わが国戦前・戦後の地方自治・地方財政の変化と差異をめぐっては，，戦前
・戦後の日本資本主義の各時期における地方自治とこれを裏づける地方財政
の量的推移，ならびに量的推移の背後にある質的展開一より具体的には地方
政治を裏づける貨幣の動きである地方財政の意思決定過程をめぐる国と府県
・郡ならびに市町村間の関係，住民諸階層の予算の総過程への参画のあり方
とこれをめぐる諸矛盾＝諸対抗の問題一をどのように押えるかによ’ってその
視角が異なってこよう。
　ところで，最近において佐藤進教授（武蔵大学）は，戦前・戦後のわが国地
方自治・地方財政問題の比較を行うに当って次のような見解を発表されてい
る。すなわち教授は，戦前のばあい第1次大戦後の地方財政の中央集権化を
どうみるかが問題であるとされて，この時期の基礎的自治体たる市町村財政
の量的規模の拡大傾向に目をつけられて，戦前は「官冶的自治」で戦後は「、民
主的自治」とするいわば藤田武夫教授以来のわが国地方財政学の分野におけ
るこれまでのほぼ通説的と見なされてきた考え方への疑問を提出されている
のである。そうして教授は，わが国では，　「官冶的自治」といわれた戦前期
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の方が（ここでは戦前期地方財政における付加税制度の評価については述べられ遇い…
・筆者注），「民主的自治」といわれる戦後よりも，むしろ「素朴な意味」で
の「地方自治」がまだ残っていたのではないかとする見解を発表されたこと
　　　　　　　　　　　（1）は周知のところであった。
　一方これに対して，大石嘉一郎教授は，わが国戦後地方財政改革の意義を
のべられる中で，　「戦前は，基本的には，軍事優先の国家財政に従属し，地
主制的共同体的関係に依拠した狭隆な地方財政であったのに対し，戦後は国
家的な資本蓄積政策の展開のもとでナショナル・ミニマムの行政水準を『自
治的』に確保すべく位置づけられたr中央集権』的な膨張した地方財政とな
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）っている」との見解をのべられている。また，しばしば云われる，大正末一
昭和初期の「地方自治の強化」という現象の内実は」　「資本主義の独占段階
に対応した経費膨張傾向の中で，国家からの補助や国家的財政調整がほとん
ど進まないままに，わずかな独立税源の上に，借金財政を余儀なくされた，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨうきわめて不安定な地方財政の姿に他なら」ず，　「この見せかけのr財政上の
地方自治』は，その内包する矛盾が，より抜本的に解決されることなくして
は，遅かれ早かれ『挫折』する運命にあった」とされ，この解決がその後の
歴史的課題として，第二次大戦後のいわば「戦後改革」の時期にまで残され
たことを述べられているのである。
　以上のような両教授のわが国戦前とりわけ第1次大戦前後から大正・昭和
初期にかけての，いわば「大正デモクラシー期」地方財政問題への視点の相
違の背景には，恐らく第（1＞に，明治維新変革と第2次大戦後の「戦後改革」
といった両エポックにわたる日本資本主義発達の戦前・戦後をどのように押
（1）　佐藤進「戦前の地方財政と戦後の地方財政」　（藤田武夫教授還暦記念論集r戦後
　地方財政の展開』，！968年），同『地方財政●税制論』，税務経理協会，1973年
　所収，とくに第1編第1章参照。
（2）大石嘉一郎「戦後地方財政改革の意義」　（林・貝塚編r日本の財政』，東京大学
　　出版会，1973年越422頁。
（3）同上書，412頁。なお，同氏「戦後改革と日本資本主義の構造変化一その連続説
　　と断絶説一」，東大社研編『戦後改革』工，東大出版会，74年，をもあわせ参照。
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えるかという基本視角の相違が横たわっているものといえよう。だがしかし，
この問題はひとまずおくとして，第②に，佐藤教授がこの問題点をめぐる指
標として用いられた総財政支出に対する市町村財政支出の割合，また市町村
税の市lliJ村総収入中の割合の，この蒔期つまり帝国主義段階といわれるこの
時期の割合の「相対的な大いさ」という計量的な指標をひとまず認めるとし
よう。だがこういつた数量的指標の背後に如何なる意味が存在するかを歴史
的に検討していくことはなお大きな意味を有するのであり，こういつた数量
的な指標のみからわが国には，戦前期の方が地方自治があったとする見解を
導くには，なお解決さるべき幾つかの問題点が残されることである。
　つまり，元来地方自治・財政問題を検討する視角については，まずそれが
経済学の問題に出発しこれを基盤としながらも，戦後憲法第92年冬記された
「地方自治の本旨」・にも発していることが留意されねばならない。ここで
「地方自治の本旨」というのは行政学的には「団体自治」　（これには中央政
府に対する地方政府の行政権の自立性のみならず財政的自主権の問題も含ま
れる）と地域住民諸階層の参加を通じて地方政治が如何に民主々義的に行
われるかという「住民自治」　（地方の行政や財政の意思決定における民主々
義）の問題を意味することは周知のところである。これらは，すぐれて上部
構造の間題にかかわっていることであろう。また最近いわゆる近代経済学の
分野における地方財政論への考え方については，いわば「市場経済」の論理
を地域経済財政，いわゆる「公共部門」にまで適用して地方自治を経済主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの的アプローチに限ってとらえようとする試みもみとめられる。しかしながら
（4）　たとえば木下和夫・大阪大学財政研究会r地方自治の財政理論』，創文社，1966
　年，貝塚啓明r財政支出の経済分析』　（1971年）などにみられる地方自治を「経済
　論」としてのみとらえたいとする考え方がある。しかし，このような考え方は，表
　面的には経済現象の抽象的な説明にはなり得ているようでも，元来財政現象・財務
　行政が各階層主体間の利害を反映し，作用・反作用の交錯する政治の場で決定され
　　その二二的裏づけをなす意味のミ経済現象ミであり，すぐれて上部構造にかかわる
　　ものである以上，それがどこまで法則的にとらえられ得るかには多くの問題点が残
　　されるといえよう。財政数字の「客観化」は，各政治主体，政策主体の行動を前提
　　にしない限りその法則性を明らかにすることは困難であるとさえいえないか。この
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われわれの理解では，地方財政の経費，租税・公債その他の歳入，公営企
業問題などの対象領域の数量的ならびに統計的＝客観的把握の必要をひとま
ず認めつつも，そこにやはり，地方自治・財政制度における，’財政の予算過
程を中心とした意思決定のメカニズム，ならびにその執行過程において行財
政制度がもたらす諸問題，さらには地域諸階級・諸階層間の矛盾＝対抗の運
動といった質的展開の問題を無視しては，地方自治・財政の当面する問題を
真に語り得ないことになることは明らかではなかろうかと思われる点であ
る。
　いまちなみに，地方財政における予算の意思決定過程とその執行をめぐる
諸矛盾＝諸対抗のメカニズムを中心に，わが国戦前・戦後の地方財政を通観
してみよう。日本資本主義の各段階において異なりこそすれ，そこにはほぼ
一貫した財政の意思決定のメカニズムにおける中央官僚機構の一戦前には府
県・郡をもまきこんだ一優越した地位が認められることである。第2次大戦
後のわが国地方自治・地方財政をみるとき，新憲法体制下行政的法的側面で
は，ひとまず団体自治・住民自治が保障され，それは1950（昭和25年）年以
降のシャウプ税制改革の実施を通じ財政的にも自治がかなりの程度まで確立
したかにみえた6しかし，シャウプ体制は，その後の独占資本の復活とサン
フランシスコ体制下国際的な様々な制約のもとでの高度成長：一＝pt化学工業化
と大都市化などがみられる中で変容を迫られ，戦後国家独占資本主義的経済
管理機構の一環としての地方財政の再編成へと組み込まれていくところでも
あった。そこには，同時に後進資本主義国に特徴的な中央政府官僚による地
方政府支配型の行財政構造もなお根強く残存し，戦後国家独占資本主義にお
ことは，財政学を政治学に解消してしまうことではもちろんないが，とくに財政数
字の国際的比較を行う場合にも制度面を無視すると大変な誤解を招くこともあり，
とくに複雑多岐にわたり民族的，地方慣習的多様性をもつ地方自治制度の比較のば
あいそのことが特に注意されねばならないことであろう。かのA．T．ピーコック
が，数量的把握をイギリスの分析に限り，またわれわれからみれば問題は残される
が氏なりの「社会学的」解釈を加え，数字の背後の経済社会的意味をのべている点
に注目しておきたいと思うのである。
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ける集権的経済管理機構と，後進国大陸型にみられる中央官僚支配型の地方
自治・財政構造との，いわば併存ないし重層的な性格を有する独自の日本型
地方財政構造の形成が，その後の過程をへてみられるところでもあった。と
ころで以上のような概観に立つとき，元来地方自治・地方財政の性格を議論
していくばあい，いわばその意思決定のメカニズムを一体どの局面で述べて
ゆくかがこの問題を見きわめ検討していくさいの基本的な視角として問わ
れていくことになるであろう。地方自治・財政における行政給付ならびに財
政における意思決定のメカニズムの局面については，わが国ではまず，　「団
体自治」における国一またはその出先機関一との関係の局面を考えねばなら
ないであろう。それは，第1に，行政権限における国，そして戦前のばあい
国の出先機関としての府県知事，郡長などの権限，市町村長の権限の関係の
問題がある。第2に市町村の経費面における，国（各種支出金）→府県（支
出金）→郡→市町村といったいわば縦の系列での制約の問題がある。第3に
歳入面での租税制度における付加税制度にみられる国→府県→市町村といっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）たやはり縦の系列の問題と地方税制限と制限外課税のあり方をどうみるか，
第（4）に地方債り国による許可方針の如何，などの問題点があろう。この場合，
（5）地方税率の統制は，付加税制度をとった戦前の方が，とくに明治末から第1次大
　　戦後にかけて，付加税の制限外課税が大幅に許可され，地域的な落差をもって賦課
　　が行われた（たとえば，「我国に於ける附加税賦課率の不平等」，彦根高等商業学
　　校r調査研究』第42輯，をみよ）ことからすれば，また都市財政を中心とした地方
　　債の拡大が大幅にみられたことなどからすれば戦前の方が素朴な「自治」があり地
　　方税法を通じ事実上地方税率が画一化され，交付税制度などを通じて地方税負担が
　　かなりの程度まで均等化され，その中で，大都市財源対策としての超過課税の問題
　　が提起される戦後今日の地方財政の方が一見ミ自治ミが後退したとみられうるかも
　　知れない。しかし，戦前の市町村にみられた帝国主義下の「自治」は一体如何なる
　　意味での「自治」であったのか，その自治に対する視角と中身がまず問われねばな
　　らないだろう。帝国主義政策下における市町村経費の拡大は，市町村租税とりわけ
　　市町村戸数割その他零細農民層への「細民重課」と負担の不均衡を招いたことが知
　　られねばならないのであり，租税負担の公平や地方財政の意志決定における民主主
　　義の聞題をぬきにしては，地方自治の価値，戦前・戦後の自治の比較といった問題
　　もおよそ語り得ないことになるのではなかろうか。本稿は大正デモクラシー期につ
　　らなるわが混戦前期町村財政戸数割賦課がもたらす諸矛盾の若干の検証を意図する
　　ものである。
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国レベルに表現される支配的階層の意志と地方レ・ぐルにおいてその利害が主
として表現される支配的階層の意思との矛盾＝対抗の問題が同時に存在する
ことになろう。　「住民自治」の局面で云えば，第（5）に市町村議会，市町村執
行部を通じての課税の定め方・経費の定め方や・その熟行のあり方が如何な
る住民階層の要求を反映して行われるのか，それが少数の支配層でなく住民
多数の意志を反映して意思決定がなされ得るかという地域における財政民主
々義のあり方をめぐる問題点があろう。ここには，市町村議会を中心とした
いわゆる制限つき等級選挙制度をめぐる戦前期地方自治上の問題点が淳上す
るが，こういつた選挙制度のあり方と並行し，地方財政の意思決定過程にお
ける地域諸陛層の諸要求と参加のあり方，またこの意思決定過程をめぐる支
配地主層と被支配層たる自小作農民といった住民諸階層間の矛盾＝対抗の問
題が存在するわけである。Tlf町村財政における経費のあり方と租税賦課のあ
り方をめぐってのこういった諸対抗の関係は，経費規模が拡大し，その物質
的基盤としての粗税収入を拡大すれば，それにともなって負担問題をめぐっ
ての住民階層間の地方自治のあり方をめぐる矛盾・対抗関係を激化させるこ
とはある意味で当然だったとも云えるものであった。1
　さて，およそ以上のような問題視角を念頭におきつつ，本稿では，戦前期
のこの時期におけるいわば「地方自治強化」の中身について，市町村租税の
うちとりわけ重要な位置を占める府県税戸数割付加税（のち市町村独立税と
なる）の課税をめぐる町村財政蘭題を中心に若干検討してみたい。特に検討
の時期も少しはやく，明治末の日露戦争後から第1次世界大戦前後に至る時
期に焦点を当てて，この時期の国家権力の帝国主義的国民統合化と地方自治
の再編政策，それがもたらす農村財政の変貌過程について，とくに地域的に
は岡山県下町村ならびに山ロ県下町村の事例などに限られるが，この地域を
中心に若干検討を加えてみたい。この時期における国→府県→郡を中軸とし
た教育行政の遂行にみられる国内権力行政のあり方と，それが末端町村財政
における戸数割その他の負担問題となっていわば行政町村内の丁丁層間の矛
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盾＝対抗が拡大していく過程を検討し，第1次大戦後から大正中・末期，昭和
初期のいわゆる大正デモクラシー期に連なる地方自治・財政問題変貌への基
礎的視点を確立してゆくための手がかりを得ておきたいからなのである。
2　日露戦争後の市町村経費の膨張と戸数割
　ところでわれわれは，日露戦争をへた明治40年代から第1次世界大戦前後
に至る地方財政の経費膨張をどう押えるか。それは，まず日露戦争が，日本
資本主義にとって不相応に大きな財政負担つまり内外債あわせ！5億8，000万
円以上にのぼる公債の累積と重圧的な租税負担をもたらす中で，戦後日本の
帝国主義的なアジア大陸への侵出策に対応した軍備め拡張，植民地経営の積
極化と共に，国内では鉄道国有，製鉄所の拡充，電話の拡張，土木事業の実
施，高等専門学校の増設その他いわば「戦後経営」のもとでの帝国主義的な
財政膨張が顕著にみられたのであった。一方1907（明治40）年の恐慌以降国
内的には不況が慢性化する中で不況対策としての産業助成策や社会政策の強
　　　　　　　　　　　　ロラ化も国家的に必要となった。
　国家財政が陸海軍の軍事費の拡張や植民地経営費などを中心に帝国主義的
な様相を明確に帯び始めるのがこの時期であるが，それは，この時期に至っ
てはじめてそういった動きがみられ出したとはいえないものであった。後進
国立の蓄積構造を有する日本資本主義にあっては，．日本をとりまく内外の諸
条件からすればすでに国際的には帝国主義的な植民地分割がアジアでも行わ
れつつあった時期に急速な国内産業体制の整備と共に帝国主義への転化を早
（1）揖西光速・大島清・加藤俊彦・大内力『日本資本主義の発展皿』　（東大出版会）
　　また鈴木武雄編r財政史』，東洋経済新報社などにおいてもB露戦争後を帝国主義
　段階の成立期，帝国主義財政の展開期という風に画一的にとらえる傾向がつよい。
　だがわが国のばあい「三階論」の機械的適用はきわめて困難であり，独占資本の未
　成熟な中にも帝国主義への転化が国家資：本主導のもとに行われ，1900年代，つまり
　　日清・日露戦争の間の時期から政策過程としてはなし崩し的かつ強力的に準備され
　つつあったとみるべきであろう。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）急になしとげることが至上命令とされていた。すなわち，日清戦争後の1900
年代を中心に，天皇制国家官僚や軍部の動きが顕著にみられ，軍事工廠や官
営八幡製鉄所（1901年操業開始）などに代表される国家資本主導型の重工業，
寄生地主制に依拠した農業，軽工業における絹綿二部門，償金＝在外資金依
存の崎型的な形での金本位制成立を頂点とする財政・金融制度の確立などが
重層する中で，朝鮮鉄道投資などにみられる早熟的な日本帝国主義の植民地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）進出ぺの動きもみられ出しているのである。一方国内地方自治体制について
は，内務省のもとでの1900（明治30）年度からの府県制・郡制の改正を通じ
天皇制国家官僚主導による地主制支配型の地方自治制度の定置・確立化をみ
　　　　　　（4）たといえよう。そういった地方自治制度の整備は，帝国主義的な国家権力へ
の転化を産業資本確立化と同時に要請されたわが国において，　「国家の基礎
　　　　　　　　（5）を輩下ならしめん」がために必要不可欠のものでもあったが，それは，さら
に，日露戦争時，戦後から国家権力機構が本格的に帝国主義化の様相を帯び
る過程で，その権力基盤の確立化のためのさらに強力な「統合化政策」を通
じて，この方向を国家的に進めていくことが必要とされるに至ったことにも
つながっているのである。
　日露戦争時あるいは戦後からの国家権力基盤の確立化のための国内丁丁政
策には，第1に，国家の教育行政政策がある。この時期にはまず，ユ907（明
治40）年3月の小学校令の改正にともなう，小学校児童の修学年限の4年か
ら6年への延長があり，就学奨励策にともなう就学年向上を通じての教育制
度の確立化があげられる。
（2）　こういつた指摘はすでに山田盛太郎「日本資本主義分析析』岩波書店，1935年に
　示された見解であある。ここでは産業資本確立期を，明治30年乃至40年頃とし，
　1900（明治33）年を帝国主義への古典的転回点としている。
（3）　中村政則「旧本帝国主義成立史序論」　隠想』574（1972）にはなお独占資本の
　政策との関連での検討を残してはいるが，こういつた考え方が最も明確に示されて
　　おり有益である。
（4）大石嘉一郎「地方自治」，岩波講座r日本歴史』！6，近代3。
（5）　r明治大正財政史』第20巻，895～6頁。
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　第2に，農村疲弊と地主小作関係の矛盾を反映する小作争議その他の農村
の問題，都市での騒擾などに対応しての警察治安対策の整備強化である。
　第3に，国家（国，地方）活動の活揆化にともない国家権力の物質的基盤，
「国家の経済的定在」をなす租税の増徴策，滞納整理の諸方策がある。
　第4に，1911（明治44）年度の新市制・町村制制定にともなう地方自治制
度の改正整備を通じての国家権力機構の整備がある。すなわち，新市制・町
村制による市町村長の権限の強化，市町村および市町村長に対する国家の委
任事務の遂行を便宜ならしめる諸規定の拡充策，とくに国家権力の末端機構
をなす町村財政強化のための町村基本財産規定の整備その他がある。
　第5に，これと併行しての農林省の手によるこの時期の部落有林野統一政
策がみられ，明治地方自治制の成立期にみられた行政町村の補完組織として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）の自然村＝部落の新たな統合化をめぐる問題がある。
　第6に国家による国民統合機能としての地方改良運動をめぐる問題点があ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（？）る。この時期の地方改良運動については最近多くの研究が出はじめているが，
（6）　こういつた点をめぐる問題点については，たとえば島恭彦編r町村合併と農村の
　　変貌』有斐閣，昭和33年，を参照せよ。
（7）　この時期の地方自治，地方改良運動の性格をめぐっては，石田雄r近代日本政治
　　構造の研究』，未来社，1956年をははじめ，大島美津子「明治末期における地方行
　　政の展開」　（r東洋文化研究所紀要』第19号），下貼太郎「公権力と村落共同体」
　　（r日本の農村』），宮地正人『日露戦後政治史の研究』，東大出版会，坤73年，
　　大江志乃夫「日露戦時体制と茨城県下の農村」　（「茨域県史研究』第22号），江守
　　五夫「地方改良運動における村落共同体の再編成」　（高橋幸八郎ほか編「日本の近
　　代化』，上，東大出版会所収），佐々木隆爾「報徳社運動の階級的性格」　（r心経
　　研究』第！7巻3号，18巻1号），河村望「日本農村の支配機構」　（「人文学報』第
　　64号），菅野正「独占資本生成期における村落支配の構造」　（r福島大学学芸学部
　　論集』第15号），賀川隆行「地方改良事業の社会的基盤」，r歴史学研究』No．408，
　　1974年5月号などがある。教育行政，財政問題については，鈴木正幸「日露戦後農
　　村再編政策の展開に関する一考察一農村小学校問題を中心に一」　r茨城県史研究』
　　27，そして，大島美津子「地方財政と地方改良運動」，郷土史研究講座7，r明治
　　大正郷土史研究法』，朝倉書店，昭和45年，などがある。これらの諸研究では，地
　　方改良運動の政策過程として，天皇制体制下での地主制的共同体秩序と家との連関
　　的構造がこの時期に動揺する中でその再編補強のはかられる第1の時期一！930年代
　　のファシズム国民統合過程に連らなる一とみる考え方（石田氏）や，村落共同体を
　　物的精神的に解体し，町村をして「国家のための共同体」として再：編成し町村自治
一　9
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これは，1三囎戦争時の1904（明治b7）i」1三頃に内務省地方島を中創乙地方へめ
働きかけが行われて民間側の動きとして行われた運動である。その中心的な
にない手が1906（明治39）年設立をみた報徳会であり，各地に報徳社の設立
などをみるが，これと併行して，産業組合，貯蓄組合，在郷軍人会，婦人会，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）農村青年団なども統合化に向けて一定の役割をになうに至るのである。これ
らの運動は，町村住民の底辺部からの自発的な運動の形態をとりながら，国
家のイデオロギー政策を結果的に補強し，支配と統合化を有効なうしめる運
動だといわれているものである。
　上記にみたような，この時期の帝国主義的な性格を帯びた国内的諸政策の
一環となる文部行政や内務行政，地方改良運動など日露戦争以降第1次世界
大戦前後にかけての国家的行政の再編の事態の背景をみると，第1に国際的
契機が考えられる。つまり，日露戦争後日本資本主義が欧米帝国主義列強の
東洋進出に対抗し対等に伍してゆくためにも，国内諸行政の再編整備を必然
化したが，それは，またわが国が外債政策一外国債，地方外債，外国社債等
　　強化をはかることにあったとする考え方（宮地氏），などの相違点がみられる。重
　　愚な一つの論点は，国家による再編統合政策が明治地方自治制下成立をみた行政町
　　村を中心に行われるばあい，その補完組織として位置づけられてきた従来の自然村
　　＝＝’部落の共同体的機能は統合化政策の過程で如何なる意義をもたされうるかが問題
　　とされるところであろう。天皇制国家のイデオロギー的武装をともなって行われた
　　地方改良運動には，内務省官僚を中心とする支配者側の地方政策の側面とそれが町
　　村住民の早発的なミ運動の形態をとってすすめられるばあいとがあったが（前掲，
　　大島美津子氏の見解）いずれにしろく1）国家権力の末端機構としての町村自治，町村行
　　政の国家目的に沿った強化，②農村疲弊，不況に対する生産力の増進策，（3府政町
　　と自然村＝社用共同村体との矛盾，村内地主層対小作農民の対抗・矛盾を緩和しつ
　　つ国家的統合再編を上から促進する方策として作用したことである。だがそういっ
　　た国家目的をともなった国内統合化政策が，財政負担をともなってすすめられるば
　　あい，第（1＞に行政村内部における地主支配層と村内住民＝自小作農民層との間にそ
　　の負担問題などをめぐって新たな矛盾・闘争を生み出さざるを得ない。第②に行政
　　町村の自治のあり方をめぐっては行政町村内部の各村落住民の間にも利害の対立・
　　矛盾をもたらすばあいもあり，国家による統合政策はまた同時にその反作用として
　　の［10’村当局者への村内住民からの抵抗，行政町村とその補完組織たる自然村＝部落
　　との矛盾を内包せざるを得ないことであった。
（8）　これらの機能については，前掲，宮地，鈴木氏らの研究がある。
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による外資導入策一のkめに「帝国の信用∫を高めることを要請されていた
ことを反映するものであった点が注意されよう。諸列強に対抗するためには
強い国家的意識，民族的な団結力を要請されるがそれはとくに国家機構の一
環をなす教育政策を通じてもあらわれる。元来普通教育は民族文化の継承と
産業資本の要請する平均的な労働力商品の養成，国家権力装置（機関）雇用
の公務員（軍隊・官僚等）の育成にとっても欠かし得ないものであるが，と
りわけわが国では，明治期資本主義化の初発から重要な政策であった。それ
はとりわけ資本主義の独占段階・帝国主義政策の確立化にともない国家によ
るイデオロギー（天皇制国家教育）の伝達装置として国民統合化に重要な役
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）割を果たすことが知られねばならないのである。
　第2に，国内的契機としては，日露戦争後の農村疲弊化と小作争議の多発
化などの階級運動の進展，租税滞納，地主経営の危機などに対応し，生産力
向上，民力休養をふくむ前述したような町村住民の「自発的」な「地方自治
運動」を通じて統治のエネルギーを住民の底辺から引き出しm．］’村支配の安定
化を計ろうとすることにあったといえよう。
　ところで，日露戦争後の帝国主義財政確立期における国家の行政的社会政
策的対応は，農村問題への対応と共に都下への対応ともならざるを得ない。
すなわち，戦争などにともなう工業の発展は，労働力人口の都市への流入化
を必然化させるが，都市人［⊃の拡大化はとくに農村の疲弊化ともあわせてこ
の頃から進み，大都市を中心にいわゆる都市問題の発生をみるが，それは一
方で都市における道路，築港，中水，その他社会資本充足のための公共投資
（9）教育費と日本資本主義の関連については，大江志乃夫r国民教育と軍隊』新日本
　　出版社，19フ4年。市川昭午，林健久r教育財政』，r戦後日本の教育改革』第4巻，
　東大出版会，1972年。拙稿「教育費をめぐる地方財政調整問題」，「雨漏学会難
　誌』，策17巻3号，⊥967年などを参照。日本資本主義の富国強兵策の中で教育政策
　　は大きな意義をもつが，前掲書で大江氏は，日露戦争後の国民の軍事的組織化にお
　　ける軍→在郷軍人会→青年会→義務教育の関係を中心にその特質をのべ（とくに第
　　2編以降），また市川氏は，明治後期における教育費設置者負担主義の確立と義務
　教育制度の定着化が町村財政の破綻をもたらし，国庫：支出金による負担軽減を不可
　避にしたことを指摘している（市川，前掲書，101頁）。
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の拡大を必然化し，また一方では労働力のたい積にともなう生活環境対策や
社会政策的費用の拡大一たとえば衛生費の拡大一となって市財政経費の拡大
を招くのである。とくに人口増加ともあわせ教育費の拡大も大きく，都市財
政においても公債費などの著しい拡大化を招き，大都市では先進資本主義国
への外債の依存をもたらすばあいも生じたのであった。ここでは，教育，衛
生，社会政策などの事務の大部分は，本来国家の行うべき地方への委任事務
であった点が注意される。
　こういつた都市財政としての市財政の矛盾とあわせ農村財政たる町村財政
の矛盾はより深刻で著しかった。町村財政は，1907年の恐慌以降不況が慢性
化し地主経営の危機がみられる中で収入減退を招き疲弊化傾向をみせるが，
とりわけ国政委任事務としての教育事務の拡大にともなう教育費の重圧一小
学校の就業年限の延長・教育の普及にともなう児童数，教師数の増加，尋常
小学校校舎の増改築にともなって一，衛生費の拡大，警察費の増加などが顕
在化し，町村財政はその運営が著しく困難化したのである。教育政策を中心
とした国家行政の再編政策は，国家権力の末端部分に位する町村行財政にお
ける政策遂行のあり方と租税賦課などをめぐる地方政治の意思決定のあり方
をめぐって，行政町村の町村会支配層と町村内部落；自然村住民との間にお
いて，また，町村内有力地主層と自小作農民を中心とした町村一般住民との
聞において，様々な矛盾＝対抗の関係を生み出さざるを得ないことであっ
た。町村内部落＝・自然村住民の不満は，直接的には国家の末端機構としての
行政町村の町村会・町村長などに向けられたが，時には町村における意思決
定とその執行を直接指導し監督する立場にある府県知事ないしは半長にまで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）その訴願のほこ先が向けられるばあいも多かったのである。
　いま，この時期の地方歳出入ととくに町村財政の動向を概観しておこう。
まず全国レベルでみた地方歳出は，第1表にみる通り，1907（明治40）年度
（10）　こういつた点の検討を西日本の岡山県や山口県．の事例について行ってみた。
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第1表　国・地方財政歳出の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位千円）
? 禁国歳出地臓出制道府高市両三
1906（明治39）
1907（　”　40）
1908（　”　41）
1909（　”　42）
1910（　x／　43）
19ユ1（　〃　44）
19工2（大元年）
1913（　”　2）
19工4（　〃　　3）
19工5（　〃　4）
1916（　”　5）
！91ワ（　〃　　6）
464，276（　77）
602，401（100）
636，361（iO6）
532，894（　88）
569，164（　94）
585，375（　97）
593，596（　99）
573，634（　95）
648，420（！08）
683，270（　97）
590，795（　98）
735，e24（122）
1 2，719（　83）
207，077（IOO）
236，221（i14）
269，855（130）
287，608（139）
397，151（192）
336，475（162）
327，177（168）
32フ，63Q（158）
317，872（154）
334，6e6（162）
387，8e3（187）
54，034（　81）
66，344（100）
75，113（113）
フ3，162（llO）
87，118（13！）
104，548（158）
93，000（140）
96，904（146）
102，256（164）
IOI，615（153）
97，072（146）
！e4，363（157）
41，056（　86）
47，53フ（100）
49，213（104）
フ3，433（！54）
72，034（！52）
153，984（324）
1 5，299（222）
93，133（196）
82，982（175）
76，637（161）
90，620（191）
l18，090（248）
69，213（　83）
83，175（100）
IOO，748（121）
lll，379（134）
1工4，329（137）
120，863（145）
工22，ユー55（工47）
121，716（146）
124，853（150）
122，736Q48）
130，103（！56）
144，106（173）
　注）　r明治大正財政詳覧』より算出，地方合計には水利・土日をふくむ。歳出は時価
　　表示でデフレrトはしていない。
をIQOとして，10年後の1917（大正6）年度で名目で187となっている。同期
間の国の歳出の伸びが名目で122であるからこれをかなり上まわる伸びであ
る。道府県よりも市町村の伸びが大きい示，とくに市財政の伸びが248と最
も大きく，つづいて町村財政の高い伸びはすでにみたこの時期の国政委任事
務費たる教育費の増加をはじめ，公債費の増加と都市的経費たる土木費，衛
生費などの増加を反映するものである。
　一方これを，国民1人当りの租税負担額で比較してみよう。この期間の1
人当り租税負担額の伸びは名目で国税よりも地方税が高く，また府県税1人
当り1907年度1円3銭9厘から17年度1円46銭4厘と1．41倍の負担の増加を
示したのに対し，市町村税は，1907年度の1円36銭3厘から17年度の2．円28
銭7厘（同年度国税1人当り6円86銭6厘）へと，L68倍の増加を示したの
である。　（第2表参照）。
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第2表　1入当り租税負担額の推移
国　　　　税
　　1人当り
　　　1907
　　　1908
　　1909
　　ユ910
　　1911
　　1912
　　1913
　　Z914
　　1915
　　！9工6
　　1917
醐蠕度）
府　　県　　税
　　！人当り 市町村税　　！人当り 租税合計　　1人当り
円　厘
S．2！2
5．7工4
6．770
5．429
6．477
5．641
5，580
5，578
5．149
5．653
6，866
（132）
円　厘
1．039
1．092
1．142
ユ．！83
！．3D7
1．363
1．288
ユ．273
1．220
1，252
1．464
（141）
円　厘
！．363
1．702
1．872
ユ．949
2．OS4
2．123
2，042
2．021
2，002
2，080
2．287
（エ68）
　円　厘
フ．614
8．508
8．784
8．56i
8．838
9．12フ
8．9！0
8．8フ2
8．371
8．985
10，617
（139）
注）前掲．資料より算出。　（）内は1907年度を100とした1917年度の指数である。
第3表　町村財’政歳出の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位千円）
年度
190フ
1908
1909
1910
19ユ）
1912
工9ユ3
1914
1915
1916
工ig17
????
！8，013
（工00）
19，509
（！08）
21，021
（117）
2工，755
（i21）
23，027
（128）
4，284
Q3s）
26，ユ98
（140）
26，718
（L43）
26，142
（145）
26，513
（工47）
土木費勧業費
8，303
（IOO）
9，458
（l14）
9，716
（1エ7）
U，836
（143）
ユ3，300
（160）
U，826
（工42）
12，998
（157）
ユ4，519
（175）
ユ1，649
（140）
IO，890
（131）
21illli工鵬
　797
（IOO）
　840
（105）
　933
（IZ7）
　879
（llO）
！，063
（133）
　93フ
（l18）
！，028
（129）
　640
（80）
　650
（82）
　773
（97）
　921
（l16）
教育費 衛生費
35，030
（IOO）
46，957
（134）
52，016
（L48）
49，189
（工40）
49，958
（143）
SO，396
（工44）
4フ，586
（136）
47，ユ！5
（134）
47，863
（137）
50，830i
（145）
57，573
（164）
3，2S7
（エ00）
3，708
（1工4）
3，495
（107）
3，945
（121）
4，447
（137）
4，577
（141）
4，061
（125）
4，990
（153）
4，900
（150）
6，408
（197）
5，83ユ
（179）
社会事
業費
　　47
（IOO）
　　86
（183）
　　87
（186）
　　92
（！96）
　140
（29B）
　ユ25
（266）
　124
（264）
　109
（232）
　　80
（170）
　　83
（1フ7）
　126
（268）
町村債費
積立金及
び基本財
産造成費
3，24Dl?
??
??????
????
2（C，，i・一・！1
4，フ20
5，177
6，268
6，829
8，UO
9，350
10，040
ユ0，lO3
12，190
ユ5，188
（322）＊
合　計
うち教育費
の合計に占
める割合
83，1フ5
　（IOO）
IOO，748i・
　（121）
IU，279
　（134）
l14，329
　（137）
120，863
　　（146）
ユ22，ユ5S
　　（147）
ユ21，716
　（146）
ユ24，853
　　（150）
ユ22，736
　　（448）
130，ユ03．
　（156）
144，106
　　（173）
42．1
46，6
46．7
43，0
41．3
4ユ．3
39，1
3フ．7
39．0
39．1
40．0
％
????）注 権力機構維持費＝役場費＋会議費＋警備費をとった。
合計にはその他歳出をふくむ。＊印の指数はユ908年度を100とした数字。
（資料）前掲資料により作成。
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　　　　　　　　　　　　　　　（単位千円）
年度
???????? ??
????
65，936
　（100）
69，125
　（124）
フ8，011
　（139）
79，228
　（142）
84，325
　（15エ）
89，207
　（159）
87，900
　（IB7）
87，550
　（157）
86，909
　（155）
91，539
　（）64）
IOI，796
　（182）
財　回
収　入
3，567
（エQQ）
3，585
（101）
3，508
（98）
3，931
（110）
3，887
（109）
4，389
（ユ23）
4，7L3
（132）
4，84工
（工36）
5，580
（工56）
6，S80
（184）
8，12工
（228）
使用料
手数料
　712
（IOO）
　784
（uo）
　978
（137）
1，e83
（152）
1，182
（工66）
2，126
（299）
3，！45
（442）
3，517
（494）
3，793
（533）
4，214
（592）
4，396
（6！7）
補助
交付金
4，831
（IOO）
5，864
（ユ21）
6，758
（119）
6，942
（144）
7，831
（162）
7，682
（1ら9）
8，724
（18ユ）
10，362
（214）
9，924
（205）
9，352
（194）
9，664
（200）
金
?
寄
?????
（3，987）
（3，700）
（4，768）
（5，626）
（5，075）
（6，836）
（6，373）
（5，080）
（4，371）
（4，658）
5，212
（エ00）
6，458
（124）
6，669
（128）
6，154
（l18）
6，054
（l！6）
5，831
（1工2）
5，427
（104）
5，348
（103）
4，928
（95）
5，385
（103）
6，413
（123）
町村債
5，057
（±QO）
6，446
（12フ）
7，003
（138）
6，959
（138）
5，288
（105）
3，393
（67）
2，361
（47）
3，756
（74）
1，991
（39）
2，338
（46）
2，965
（58）
その他共
合　　計
90．26フ
　（IOO）
工G9，229
　（121）
121，046
　（エ34）
124，522
　（138）
130，24！
　（144）
132，453
　（147）
31，720
　（146）
135，219
　（160）
32，956
　（147）
140，801
　（156）
168，22e
　（175）
?????
???
????
??????
注）前掲資料により作成。
　これをとくに農村財政たる町村財政歳出入の内訳についてみよう。第3表
は，この時期の目的別町村歳出を示すものであるが歳出構成比の比重からす
れば，．教育費の比重が最も大きく，歳出額のうち平均して40％台を占めるの
である。つづいていわば権力機構維持費としての役場費，会議費，警備費な
どの比重が高い。ほかに町村の共同体的財政収支にかかわる積立金及び基本
財産造成費が大きくなっていることも注目される。また町村衛生費の伸びが
かなり大きく，絶対額は小さいが社会事業費の伸びも大きくなっていること
が注目される。一方，これに対する町村歳入のうち権力機構の物質的麸盤の
根幹をなす租税の割合は60％台を占め，ほかに村落共同体的収入としての財
産収入や寄付金，町村債なども拡大をみ，また国・道府県や郡からの補助交
付金（とくに道府県と郡）も一定割合を占めている。　（第4表）租税収入の
うちでは国税の過半を占める地租の町村付加税がほぼ10％台を占めるが伸び
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第5表　町村税内訳 （単位千円）
年度
???????? ?? ?﹇??? ??? ー ー
地鮒営二三税鱗税戸数害嫁融1道鹸糎税その他
加翻酬加門口醐加鮒力口税騰i付加税繍
9，977
（ioo）
U，865
（U9）
13，500
（135）
13，390
（134）
13，656
（137）
13，887
（139）
13，944
（140）
13，770
（138）
13，工94
（132）
13，180
（132）
13，3ユ9
（133）
　988
（IOO）
1，231
（125）
1，439
（146）
1，581
（160）
！，660
（工58）
i，715
（174）
1，781
（180）
1，833
（186）
！，335
（135）
ユ，350
（137）
！，504
（152）
1，301
（100）
工，790
（138）
2，U4
（162）
2，127
（163）
2，305
（177）
2，666
（204）
2，502
（192）
2，6工2
（20！）
2，63工
（202）
2，845
（219）
3，736
（287）
r　103
（100）
　100　（97）
　101　（98）
　107（104）
　l15（工12）
　137（133）
　169（154）
　166（16！）
　工80
（175）
　209（203）
　279（287）
v．一．．．p一．v
37，813
4L7，2B1
52，665
54，3工3
58，242
61，704
60，022
59，560
59，工58
62，963
70，849
150＊
　432
　508
　592
　866
　977
1，146
1，250
1，446
1，544
1，866
3，545
（IOO）
4，020
（l！3）
4，831
（136）
4，818
（136）
5，264
（148）
5，467
（164）
！，743
　（49）
1，フQl
　（48）
！，85工
　（52）
1，814
　（51）
1，940
（54．7）
4，064
4，087
4，441
，778
5，307
55，936
　（ユ00）
69，！25
　（124）
78，011
　（139）
79，228
　（142）
84，325
　（！5ユ）
89，207
　（159）
87，900
　（157）
87，550
　（167）
86，909
　（165）
91，639
　（164）
101，795
　（182）
町村税全
体に占め
る地租付
加税割合
17．8
17．2
フ．3
16．9
16．2
15．6
15．9
16．7
15．2
14．4
「ユ3．ユ
???????
??
68．4
6フ，5
68．6
69．L
69．2
68．3
68．0
68．1
68．8
69．6
　注）1．前掲資料により作成。　2．その他には特別税段別割，売薬及取引所営業税
　　付加税，水産税付加税等を含む。
は停滞気味で構成比をやや減じているのに対し，道府県付加税としての戸数
割（1907年までは家屋税と合せた統計となっている）が1908年度68．4％，10
年度68．6％，12年度69．2％，という風に租税収入の6～7割とかなりの部分
を占めることである。そのユ908年からユ7年までの9年間の伸び率も1．5倍と
かなり高くなっていることである。　（第5表参照）つまりこの時期の町村財
政経費の膨張を支えた収入面では町村租税収入のうちその圧倒的とも云える
大部分を主として農民階級の負担になる戸数割に依存していたことであり，
これ以外に共同体的収入としての村の基本財産収入や寄付金，使用料・手数
料などの税外収入一ひとまず町村の自主財源といえる一とこのほかに町村債
や補助交付金などの相対的には前者に比べて小さい税外収入＝依存財源が存
在する構造となっていたのである。市区町村税全体に占める戸別割の比重は
50％台で推移し少し低くなる（第6表）。
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第6表　戸別割と他の市区町村税との割合　　　　　　　　　　　　　　（単位千円）
　　市　区　町　村　税
戸別割組総刺総計???????????31，6！3
39，336
49，460
54，901
66，664
61，320
64，402
62，178
61，750．
59，061
61，778
67，232
27，638
31，847，
36，850
41，833
43，035
42，460
47，102
47，178
47，265
4S，839
46，679
49，088
59，252
71，184
86，310
96，735
99，600
103，フ71
1U，5e4
！09，357
109，015
工04，901
！08，457
1工6，320
　割　　　　　　合
戸別割細螺市
　％53．4
55．3
57．3
56．8
56．8
59．1
57．6
56．9
56．6
56．3
57．0
57．8
???????．??? ?。? ? ?
市区町村税
の伸び率 ?? ? ????〔??
　注）内務省r地方財概要』により算出。
　いま参考までに，明治期日清戦争後の1900年度から昭和恐慌期の1930年度
までの町村歳入に占める租税の比重と，町村租税に占ある戸数割課税の比重
についてみよう。第7表および，これを図示してみたのが第1図であるが，
みられるように町村歳入に占める町村税収の比重は，第1次大戦後の1922年
度頃までほぼ60％台にまで比重を低下している。一方町村税に占める戸数割
の比重は，1904（明治37）年度つまり日露戦争時から漸次拡大し始め戦後か
ら第1次世界大戦をへた戦後反動恐慌期たる1920～21年度頃までほば70％台
を推移し，以後漸次比重の減少を見せている。町村歳入に占める戸数割の比
重もこの15年間ていどの時期はほぼ40％台の高水準に推移しているのであ
る。つまり帝国主義財政の確立期ともいうべきこの時期の町村戸数割賦課水
準が最も高くなっていることが知られるのである。
　ところで，周知の通り戸数割は，明治当初1878（明治11）年7月の地方税
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第7表　町村歳入に占める町村税と戸数割の推移（1900－！930）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位干円，未満切捨て）
年　　度
町村歳入囚
町村EE　（B）
痢ち戸数〔・）
B／A　（．Ooi）
CIA　（％）
CIB　（96）
年　　度
町村歳入〔A）
町村税（B）
翁ち戸数｛・｝
B／A　（90／）
C／A　（90i）
C／B　（％）
（」900ｾ治33）騰1、）
63，413
38，478
21，865
60．フ
34．5
56．8
71，フ29
45，044
26，897
??）?? ??
（1902ｾ治35）1（耀、）｝（耀，）1（耀，）縢、）／玉器1。）
フ5，432
8，166
27，341
63．9
36．2
56，8
フ6，360
48，375
26，490
63．4
34．7
64．8
59，079
38，224
22，563
?????????
G2，355
Z，545
25，542
66．6
4工．Q
61．5
74，841
46，96！
30，036
90，267
55，936
37，8工3
62．7　i　62．0
40．1　1　41．9
64．0　1　67．6
（1908ｾ治41）｝（螺、）｝（耀，）1（晶）（擢）i（轟）1（芙警急）（轟．j
109，229
69，124
47，251
63．3
43．3
68．4
121，046
11劉
64．4
43．6
67．5
ユ．24．522　13e，241
79，228i　84，324
54，3131　58，242
63，6
43．6
68．6
???? ?????
132，453
89，206
61，704
67．3
46．6
69，2
1 1，7201　135，2！8
87，9eOl　87，649
60，022f　59，559
66，7
45．6
68，3
64．7
44．0
68，0
！3 ，966
8 ， 08
59，157
65．4
44．5
68．！
? 増（1916大正5）腱毛）（諾）｝（昊劃（愚）1（羅。）｝（蓬至、）（蓬1、）
町村歳入囚
町村税（B）
薪戸数（・）
B／A　（90i）
C／A　（90／）
CIB　（％）
140，800
91，539
62，963
65．0
44．7
68．8
158，2201　207，957
101，7951　・123，671
70，849i　87，426
64．3
44．8
69．6
59．6
圏42．0
70，7
288，934
183，310
123，728
63，4
42．8
67．5
400，649
264，149
1 1，426
65　9
46．3
68．7
38，612
2フ7，916
176，726
63．4
40．3
63．6
508，479i　492，432
303，8921　269，248
190，681　工58，G88
S9．8
3フ．5
62．7
??54
R2c
年度（1924蜷ｳ13）膿呈、）［（、器）1（，羅）備賊縣）（，羅）1
町村歳入（A）
町村税｛B｝
虻戸数（・｝
B／A　（」O，o’）
CIA　（9．i）
C／B　（．OoV）
504，624
269，llO
I56，555
63．3
31，0
58．2
S13，442
269，295
1 2，842
52，4
29．8
66．8
571，124
279，233
160，385
48．9
28．1
57．4
608，746
267，255
145，547
43．9
23，9
・54．5
621，工92
278，728
151，686
44．9
24．4
54．4
68B，208
7フ，877
149，496
47，5
25．6
53．8
566，476
236，613
U9，266
42．S
21．4
SO．4
注）1．　『明治大正財政詳覧』ならびに『昭和財政史』，XIV巻末付録統計により作成。
　　2、戸数割は，工907年度まで府県税戸数割付加税に同家屋税付加税分を含む。19
　　　27年度より市町村独立税として賦課。なお，1913度度よりほかに独立税として
　　　の戸別割・家屋税も僅かに賦課されているがこれは除いてある。
一18一
明治末町村財政における戸数割課税の展開（1）　99
ro（錘
50mp
第1図　町村歳入に占める町村税，戸数割の比比重（1900－！930）
　　　　　　　　　　　　　　　　（1）町村歳入に占める町村税の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　12）町村税に占める戸数割の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　（3）町村歳入に占める戸数割の割合
一一’一一一一h．tl
一t－r
ノー・一一・一一一、・一・一一’一●へ・一＼
一r　A　　／　A　AX×
x．．’w
x．（2）
　（1）
、（う）
　1900　　　　　　1905　　　　　　1910　　　　　　｛915　　　　　　t920　　　　　　1925　　　　　　1950年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）規則（太政官布告第19号）によって府県の税目と定められ，1888（明治21）
年の市制・町村制を通じ地方税たる府県税の付加税として市町村にも賦課す
ることが可能とされてから一ほかに地租割，段別割，家屋税，営業税などの
付加税，雑種税があった一地方税として最も大きな地位を占めるに至ったも
のである。戸数割と並ぶ大きな税目としては地租割があるが，地租割（地租
付加税）が課税客体，課税標準，制限税率（地価割は地租の％と定められて
いた）などが明確な税であったのに対し，戸数割は，1911（大正！Q）年の改
正までは少なくとも納税義務者は毎戸現住者となっているのみで，課税客体，
課税標準など賦課方法に統一的親則がない税であった。また制限税率も定め
られないため無制限の賦課がなされやすく，各府県の自由裁量にまかせられ
　　　　　　　　　　　　　　　のる場合が多かった税でもあった。この点について，1878（明治ll）年の地方
（ll）太政富布告第19号の第1条には，「地方税ハ左ノ目二従ヒ徴収スとし，1．地租5
　分賦以内，2，営業税並雑種税，3．戸数割の3つをあげている。　『明治大正財政史』
　て1tr　7巻1055頁。
（12）　同年の太政宮号外達によると，「地方税ノ外人艮叶議ノ費用ハ地価割戸数割又ハ
　　　　　　　　　　　　　　　一19一
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税規則摘要には次の如く記されている。
　すなわち，　「戸数割の賦課限度については，制限なく，賦課方法は，各府
県の議定に一任され，各府県は，従来の慣行に依って区町村に配付課税とし
其の配付基準は殆んど戸数に依るが，中には資力を加味し，前年度の直接国
・府県税額と前年度始に於ける戸数割納税義務者数とにより配付するもので
ある。区町村は，其の配付額を所謂見立割なる綜合資力を標準として課税す
（13）
る」としているところである。こういつた賦課方法も1911（大正10）年10月
に府県税戸数割規則が制定されてかなりの改善をみては．いるが，とくにそれ
までは課税方法にも様々な不確定な要素が加味され，その大部分がいわゆる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）「見立割」によって賦課されていたため，町村会などを構成する町村内地主
有力者層の恣意が入りやすい「半封建的」，　「人頭税的」色彩の極めてつよ
い税であったといえよう。
　日露戦争ともない各種の非常特別税が賦課されたが，戦後，戦時下に設け
られナこ非常特別税法にともなう国税増徴を地方税増徴とむすびつかないよう
にする各種付加税の課税制限の方法を平時下にも通用するようにして，1908
（明治4！）年3月「地方税制限二関スル法律」が制定さたたことは周知のと
　　小間割間口三三合金等其他慣習ノ一法ヲ用ユルコト勝手タルヘシ」，「地所割戸数
　　割相半シ或ハ地所幾歩戸数幾歩二戸スル等各地方ノ慣習一様ナラサル者一切各地方
　　ノ便宜二従ハシムヘシ」，「営業税藤壷種痘ハ別段ノ布告二従テ各南分アリー一t地価
　　割戸数割ヲ以テ賦課スルハ其年度ノ費用二従ヒ増減アルヘシ」（前掲書，1057頁）
　　などと記している。
（エ3）　自治庁r地方税制度資料』第1巻による。
（14）地方税のうち戸数割に制限等を設ける案を政府が提案したが元老院の容れるとこ
　　ろとならなかった（田中広太郎r地方税戸数割』，良書普及会，大正ll年）。そこ
　　で戸数割は，「何れの府1　e（於ても之を直接賦課せず，一先づ市町村に配賦し，各
　　戸に対する，賦課手続は府県制第百九条に依り賦課の細目に係る事項を市町村会に
　　議決させ市町村単位にして之を行って来た」　（同書，19頁）。府県においては賦課
　　規則上所得額，資産等の課税標準を明記限定しその範囲内で市町村会に賦課の細目
　　を議決させるばあいと，全然市町村会の議決に一任したものとがあったが，「各市
　　町村に於ける賦課は全然見立割に依ることとせられているもの最大多数であって，
　　其外課税標準の組合せは大様442種あった」（同書，24頁）とのべて191Q（大正9）
　　年度に例をとると，見立割によるものが市区数12，町村数4，692，計4，704市区町村
　　の多きに及んでいたことをのべている。
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　　　　　（15）ころである。だが現実には，戸数割課税は前述のようなミ半封建的ミな賦課
方式kる「見立割」などによったための課税標準などが明確な地租割付加税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）などを超えて増徴され，地域的な課税の不均衡が著しく，、村落内の農民階層
のうち後でみるようにとくに中下層農民の負担の重圧を招き逆進的な性格が
つよい税で，各地で租税滞納の原因や賦課をめぐる農民訴願の多発など村落
内の紛争を招く原因ともなったのであった。
　まさに，この時期帝国主義政策下の町村整備再編政策は，町村財政におけ
　　　　　　　　　　　（17）る「国家の経済的定在」としての租税の増徴とりわけ戸数割課税の重圧化を
もたらしつつあったことは明らかであり，上からの画一的な再編策と村落内
の共同体的秩序を前提にした町村会有力者による恣意的な賦課のあり方が，
行政町村内住民，町村内部落住民との間に矛盾・対抗の運動を生み出し，こ
れを激化させる要因ともなったことが注意されるのである。
3　町村における戸数割課税の実態とその問題状況
　明治末大正初期に至る国家の帝国主義的な地方行政再編政策，国民統合化
政策の財政的側面を，国政委任事務とくに教育行政の拡充などを中心とした
市町村経費の膨張としてとらえるとき，とりわけその膨張のもたらす矛盾は
国家権力の末端機構として位置づけられる行政町村をめぐる自治の矛盾とし
（15）　こういつた点については，藤田武夫r日本地方財政発展史』，昭和24年，136頁
　　以下参照。
（16）戸数割は富裕な市町村と貧弱な市町村との間に負担の不均衡が生じやすい税であ
　　つた。そこで，十数府県では戸数比例配当法に資力適応配当方法を以てする方法を
　　とっている。これによると，1921（大正！0）年の規則改正直前に兵庫県では現在戸
　　数にその！00分の60を，前々年度直接国県税の徴収に対する配当分をその百分の40
　　と定めており，岡山県では，戸数割総額の10分の6を現住戸数に，IO分の4を前々
　　年度宅地租及第3種所得税徴収額に配当している。山口県では，100の80を現住戸
　　数に，100分の20を直接国税及び県税営業税，雑種税徴収額によっている。みられ
　　るように後者の方法によっても各府県においてなおかなりの格差があった。
（17）　マルクス「道徳的批判と批判的道徳」，大月書店r全集』4，365頁。マルクス
　　は「租税は経済的に表現された国家の定在である」とのべた点は周知のところで
　　ある。この時期の国民統合政策をみるばあい，権力行政の物質的基盤をなす租税と
　　その負撹をめぐる住民階層の対応が遮本的な問題とされるところであろう。
一21一
102
て顕在化したのであった。それは，いわば再編過程のかなめをなす行政町村
の経費膨張→町村税とりわけ府県税戸数割付加税の重砲にともなう矛眉であ
り，町村内各部落住民，中下層農民の戸数割賦課のあり方をめぐる訴願等の
多発化をもたらしたのであった。いま，この問題をより具体的に西日本の地
　　　　　　　　　　　　　　　　（1）域の事例について検討してみよう。
　a．津山町のばあい
　岡山県苫田郡津山町は，1929（昭和4）年5町村が合併して津［⊥1市となっ
た旧城下町で，若干の商業ならびに零細な在来地場家内：］二業などをのぞいて
伝統的な農業中心の町であった。遅牛苫田郡にも明治末・大正初期の時期を
中心に国民統合政策が進められつつあったが，苫田郡内・美作地方の一中心
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C2）をなす津山町にもそういった政策の浸透が漸次はかられつつあった。いま津
（1）　明治・大正期地方財政史における1C「ts割問題の検li寸について1ま，古く田中広太
　　郎，前掲『地方税戸数割』，同『地方財政』，同『地方財政提要』，同r地方税研
　　究』，本多精一r地方財政問題』などがある。最近では大島美津子前掲，「地方財
　　政と地方改良運動」に要約的にその問題点が整理されている。個々の市史，町村史
　　の中1とも行財政史の一項目として何らかの形でふれられているものは多いが，財政
　　専門家の叙述になるものはきわめて少ないのが現状であり今後この面での検討がの
　　ぞまれる。筆者の最近目にふれたものを2・3あげておけば，石川県r金丸村史』
　　（昭和34年刊，183頁以下），　r石川県議会史，第1巻』　（昭和44年刊，行財政の
　　項，いずれも宮本憲一氏執筆），同『七尾市史』　（昭和49年刊，近現代，行財政の
　　項，付加税率9倍という極限状況が説明されている。小林昭氏執筆。）r東京都財政
　　史』　（昭和46年，上，中，下，とくに上巻に簡単にふれてある）などがある。な
　　お，最：近の島恭彦氏の「大正期における地方自治変貌の一視点」，　『経済論叢』，
　　第ユ10巻第3・4号，は．1921（大正IG）年の府県税戸数割の法的規制をめぐる諸
　　闘争から昭和初期の無産者の戸数割闘争の意義を述べられた示唆的な論稿である。
（2）津山町の人口は，1909（明治42）年本籍人口16，003人（現住入□15、484人），戸
　　数3，682戸の町である。いま『苫田郡史』　（昭和2年刊）によって県北苫田郡にお
　　ける地方改良運動にかかわる住民のいわば自主的ミ団体の成立をみよう。．古く苫田
　　郡教育会があり，苫田郡農会（明治28年成立），苫田郡産業組合（明治33年の組合
　　法制定以来地方改良上必須の機関と認め，il寺の郡長小沢泰之が設置を奨励し明治37
　　富まず富信用組合の創設をみ，大正14年には組合数29に達した…同郡史，1046～7
　　頁），岡山県神職会（明治36年），苫田郡青年団（明治41年），同婦人会（明治35
　　年，郡内高倉村），帝国在郷軍入会苫田郡連合会（大正2年），同自警団（大正10
　　年），同仏教会（大正1工年），同女子青年会（大正工5年），などが設立された。ほ
　　かに日本赤十字岡山支部苫田郡委員部，愛国婦人会岡山支部苫田郡幹下部，少年赤
　　十字団，子供会などもあった。しかし公的行政の中心には，小学校教育があり，郡
　　行政・町村財政上枢要な位置を占めていた。　（r岡山県史』586ん7頁も参照）
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山町の当時の財政歳出の状涜をみることから当時の国家政策のありかを概観
してみよう。
　第8表は，津山町歳出の趨勢を示すものであるが，経常会計では1907年の
第8表　苫田郡津山町の歳出決算　　　　　（！907－191フ，単位円，未満四捨五入）
1907　（リヨ治40）
1908　（n　41）
1909　（　／／　42）
1910　（”　43）
1911　（　xi　44）
1912　（n　46）
1913　（小正2）
1914　（　，，　3）
1916　（　ii　4）
1916　（”　S）
1917　（”　6）
1907　（明治40）
1908　（”　41）
1909　（”　42）
1910　（n　43）
ig11　（u　44）
1912　（　ii　45）
1913　（大正2）
1914　（n　3）
i915　（”　4）
1916　（”　5）
1917　（　，！　6）
〔経常部〕
役場費
6，155
5，947
5，845
6，428
6，フO1
，716
6，930
7，300
7，193
B，242
8，294
警備費
1，05！
1，075
1，387
1，671
工，256
1，699
　820
1，382
1，298
1，226
　968
土木：費
　545
1，474
1，065
　770
1，250
　805
　887
1，Q93
1，030
2，085
！，598
教育費
　（A）
8，723
ユO，658
ユエ，696
ユ2，729
ユ3，425
14，260
ユ4，632
15，127
！5，083
ユ4，938
15，681
衛生費
　575
1，914
　676
1，024
　988
　967
1，518
1，36e
1，055
1，3フ7
2，032
〔臨時部〕
教育費
　（c）
　　へ
2，659
2，697
4，781
1，316
！，958
1，428
ユ，100
　480
公債費
1，フ2フ
，631
3，542
　720
　752
　64
　64
　92
　13
??????
4，696
5，191
6，672
11，146
4，010
3，060
3，0！2
1，346
2，262
　839
　860
合計
B十D
24，626
28，203
32，347
3 ，264
30，231
30，264
31，230
32，466
32，881
33，173
34，590
A十C
B十D
　iOO”
46．2
47．4
50．9
38．7
50．9
51．8
50．4
48．1
45．9
45．0
45．3
公債費
’1，667
その他
共合計指　数
　（B）
19，9291100（IOO）
23，0工2ユ．15（工22）
25，7751129（134）
26，IIOII26（146）
26，221i132（154）
27，2041137（163）
28，218i142（168）
3！，121i！56（173）
30，6191154（173）
32，3341162（171）
33・フ2g
戟E69（・8・）
A／B
　90i
43．8
46．3
45．4
60．7
5工．2
62．4
51．9
48．6
49．3
46．2
46．5
注）1．津：山町会議書写各
　　　年度よ6作成。
　　2．その他には経常部
　　　で会議費，勧業費，
　　　救助費，公園費，諸・
　　　食過負担，雑収入（授
　　　業料等）があり，臨
　　　時部では基本財産積
　　　立基金などがある。
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歳出規模100に対して名目価格表示で1911年で132，1917年で169と10年間で
約1．7倍に達している。このうち役場費，警備費など権力機構維持費（ほか
に会議費なども若干存在する）も一定の割合を占め，このうち役場費などを
中心に増加の趨勢にあるが，とくに教育費は，経常部歳出合計の40％台を占
めている。とりわけその伸び率は1907年の100に対し09年の134，11年の154，
13年の168，17年の180と著しい伸び率となっており，歳出の伸びに貢献して
いる。教育費は，ほかに臨時部でもかなりあり，1907一一　9年の3年間がとく
に高くなっている。臨時部をふくむ全歳出のうち教育費全体は1907年中46．2
％から1909年には50．9％と5割をこえるまでに達しているのである。これに
ともない公債費も臨時部を中心に歳出全体の約10％に達した。
　歳出では，ほかに土木費や衛生費の割合が大きくなっているが，土木費は
戦後の不況下疲弊した農村の土木事業にかかわるものであるが教育費支出の
たあかなり抑えられている。とくにこの時期から大正期第一次大戦後にかけ
ての衛生費の拡大傾向は，伝染病予防費，隔離病舎費，汚物掃除費，下水
（溝）費などの拡大を示すものであった。ほかに細民救助費などの社会政策
的費用，勧業費，諸税及負担金（県や郡費分担金），公園費，その他臨時部
において町の基本財産蓄積基金（主として学校財産にかかわって）などがあ
った。ここで教育費の増加は，先にのべた1907年4月からの尋常小学校教育
年限の延長による小学教育費（校舎増改築，教員給与増加その他）の増加を
反映するものであるが津山町では，従来の町立の津山尋常小学校への高等小
学校の併置などもふくめ校舎が狭隆となるので1908年1月町議会で町当局者
　　　　　　　　　　　　　　（3）等からの意見書をもとに決議し，同年4月1日より津山尋常小学校を更に設
（3）従来の津山尋常小学校は，ユ887（明治20）年三校が合併してできたものであり，
　　「代表的な明治の学校建築といわれ…学問の町といわれる津山の…文化の象徴とな
　　つた」（津山朝日新聞社，　r作州から見た明治百年』上，103～4頁）といわれて
　いた。1908（明治41）年のこの意見書は，町長小沢泰をふくむ町執行部町内有力地
　主議員らから出された意見書であるが，これには次の如くある。即ち「従来津：山町
　立小学校ハ尋常科高等科と別立シ男女両生徒ヲ同一校舎二混交収容シ教育上不便ノ
　三二カラサルヲ以テ今回別紙決議書ノ通本町会ノ決議ヲ経本年四月一日ヨリ津山高
　　　　　　　　　　　　　　一24一
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置し，同時にこの機会に男子校と女子校を区分して収容することとしたので
あった。この結果，町の公教育費は1907年から8年にかけ8，723円から10，658
円へと1，935円も拡大し，1910（明治43）年までで1．5倍近くにまで膨張して
いる。とくに経常部のみでなく臨時部でも追加支出を見，またこれにともな
う町債の拡大と元利負担がかなり増大したのである。
　上記にみるようなこの時期の教育費を中心とした町村歳出の増加は，必然
的に歳入面への重圧としてはねかえざるを得ない。小学校教育では，当時授
業料を徴収していたが，その学校財政に占める比重は校舎の増改築費・教員
給与費に比べてかなり僅少で，国・県からの支出金もその監督・指導・支配
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C4）の大いさに比べては些少といわざるを得なかったものだからである。元来町
村財政収入においては，共同体的な収入としての財産収入などがかなりの部
　　　　　　　　　　　（5）分を占める場合もあるが，津山町のばあい第9表にもみる通りこの構成比は
比較的小さく，大部分を町税によるか，一部を国・県からの補助交付金と寄
付金その他でまかなっていたのであった。いま町税の内訳には，国税の地
租，営業税，売薬営業子等の各付加税，県税戸数割，営業税，雑種税等の各
付加税があるが・このうち圧倒的な部分を県税戸数割付加税の賦課に依存し
ていたのである。いま第10表によってその推移をみると，1908年度で町税の
歳入合計に占める割合は82．2％を占め，町税のうち戸数割付加税の占める比
　等小学校ヲ津山尋常小学校へ併置シ随テ全校舎ノ狭隆ヲ告クルヲ以テ直チニ元津山
　高等小学校跡二津山尋常小学校ヲ三二設置シ且高等科ヲモ併置シ同校ヲ津山男子尋
　常高等小学校ト名ツケ男生徒ヲ放容シ而シテ元津山尋常小学校ハ津山女子尋常高等
　小学校ト改心シ女生徒ノミヲ収容シ以テ男女生徒ヲ判然嘔分シ教育上便宜ノ方法ヲ
　執り……」という風に国家政策の遂行を教育における男女生徒の判然区別という風
　紀道徳，教育上の便宜という理由から力説していることが注目されよう。
（4）当時の町村小学校教育行政の監督，監視指導には，県視学と共に郡長・郡視学の
　役割が大きかった。当時の苫田郡役所財政をみると郡内町村小学校への教育補助費
　が僅かにみられる。
（5）岡山県県北郡部町村財政においては，町村有林等からの財産収入も比較的多い町
　村があり，学校基本財産の備蓄に一定の役割をになっていたが，津山町のばあいこ
　　ういった町村の共同体的収入の割合は必ずしも大きいとは云えず殆んど戸数割に依
　存した。ほかに有志者からの寄付金などもあった。
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第9表　津山町の歳入とその構成比
　　　　　　　（1908年度決算，円）
医倒轍比
町　　　　　税
財産　収　入
物　　助　　金
交　　付　　金
使用料及手数料
寄　　付　　金
雑　　収　　入
前年度繰越金
　合　　　計
25，260
　304
　746
1，820
　220
　8工3
ユ，232
　31S
30，700
82．2
　1，0
　2．4
　5．9
　0．7
　2，6　’
　4，0
　LO
IOO．O
注）津山町会議議事録綴による。
重は77．6％と町税の7割以上を戸数
割が占めている。町の歳入全体にと
っても6割台を戸数割が占めたので
ある。その後比重をややゆるめたが
依然として高水準の構成比で推移し
た。
　戸数割賦課の具体的な状況を津山
町のばあいについてみてみよう。元
来戸数割は当時にあっては府県税で
あり市町村は付加税を課すこととさ
れていたが，その賦課配分は実質的
には市町村議会でこれを行い津山町
でも町議会の議決によっ賦課方法を
第！0表　津山町歳入に占める町税と戸数割の比重 （単位円）
歳男調うち町棚弓頭・／・ C／B C／A
1907　（明治40）
1908　（　u　41）
1909　（　t／　42）
1910　（　”　43）
1911　（　u　44）
1912（大正1）
1913　（　，／　2）
1914　（　v　3）
1915　（　i／　4）
1916　（　ix　5）
）917　（　”　6）
24，940
30，700
35，500
38，644
31，829
33，109
33，696
34，046
36，984
35，457
38，9S8
20，04B　1
26，250
26，307
24，383
25，395
25．724
25，054
24，696
28，999
26，449
29，718
15，674
19，600
19，679
18，240
16，560
16，204
16，069
15，716
20，1フ6
17，181
L9，685
％????????????％ ???％426??? ???） ? ?? ﹇????
注）1．津山町会議書纒各年度により作成。
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第！l表　津山町における県税戸数割の賦課状況ならびに町税戸数割徴収状況
　　県　税　戸　数　割
戸数雁翻覇縢精興
1907（M40）戸
　前期分3477
　後期分3481
　追加分3483
！908（M41）
　前期分3484
　後期分3484
　追加分3532
1909（M42）
　前期分3647
　後期分3647
　追加分37Ql
！910（M43）
　前期分3732
　後期分3750
　追加分3748
191！（M44）
　前期分3781
　後垂細分　　3813
1912（M4B）
　前期分3817
　後期分3810
1913｛T　2）
　前期分3792
　後期分3828
1914（T　3）
　前期分3840
　後期分3841
191B（T　4）
　前期分3845
　後期分3845
　　円
1267．36
1268．80
3099．01
3099，01
2476，33
2476．33
2 01．88
2212．50
2646．70
2669ユ0
2599．37
2594．61
2343．45
2365．70
2340．48
2341．08
2 24．24
2 24，24
　　円
O．3646
0，3646
O．8896
0．8895
e．679
0．679
O，59
0．59
O．70
0．70
0．681
0．681
0．618
0．618
0．6095
0．6095
0．6565
0．6565
　　円
191，23
988．60
226，39
108，00
42ユ．i36
187．03
120．35
88．82
2040．0
359．80
328．94
］．1－4　，　39
977．15
495．30
195，89
195．89
173．02
　円
O．055
0．284
0．066
．031
0．i21
．053
0．033
0．024
　　　　　町　　税　　イ寸　　力口　税
揚税戸数盤外税率顯『・戸平均
　　　　　　　　　倍　分　円円 　　　 　 　　　　　　円
　　　　　　　　　　15，674　　　6，14088ト2536，18 　　　5．6697223
6198，02
4957．2572
4369．7051
O．644
0．096i・
O，087
0．03
0．256
0，13
O．051
0．OBI
O．045
5293，351
176．77656
4698．64
4663，61
6048，48
3．16230
3．96973S5
4． 74245
3．1285095
3．1320131086
3．42
3．37
3．99646
19，600
19，679
18，240
16，560
16，204
16，069
IS，716
20，176
4．4539728
5．366646フ
．831484636
4．4661003　L
4．23847
4．287441
4．10803
S．310882
注）津山町会議書綴各年度，町税戸数割は決算額であるが臨時賦課はのぞいてある。
定めこれを実施していたのであった。第11表は津山町の県税戸数割の賦課状
況ならびに付加して課せられた町税戸数割の徴収状況を1907～15年度までに
ついて示したものである。まず！907年度当初3，477戸の対象戸数があったも
のが人［1増加にともない1915年には3，845戸と漸次若干の増加をみせている。
この表でみても明らかな通り，県税戸数割の賦課状況について特徴的な点は
第1に，前期・後期通常賦課分のほかに殆んど毎年に近く臨時追加賦課があ
り，さらに追加賦課は前期・後期以外にも拡大して徴収されていることであ
る。第2に，賦課額は1907年度から8年度にかけいっきょに3倍近くに拡大
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し，したがって一戸当り平均の賦課額も36銭4厘5毛から88銭9厘5毛（各
前期分のみ）へと拡大し1909年度以降も1907年度OP　2倍と新たな高位の賦課
水準で推移していることである。これにともない，県税付加税としての町税
戸数割（戸別割ともよぶ）の賦課は1907年度で県税戸数割の6．14088倍の付
加税率で1戸平均5円66銭9厘7毛223にも達している。19Q8年度以降も，
付加税率3～4倍，1戸平均4～5円の高水準で推移しているのである。こ
れはこの時期の町経費の増加より直接的には小学校分離改築等にともなう経
費拡大を反映するものであった。
　いま，第12表，第13表，第14表によって津山町における県税戸数割の賦課
状況を日露：戦争時の1904（明治37）年度，戦後の1908（明治41）年度，第一
次大戦前夜の191．3（大正2）年度の3つの時点をとって検討しよう。津山町
議会で配賦をきめる県税戸数割は，賦課標準額を1等級～32等級ないしは33
等級に分けて賦課されている。その財産等位標準額も1904年度に1等級8万
円以上だったものが，日露戦後の1908年度には12万円以上に，1913年度には
　第工2表津山町県税戸数割賦課状況（その1）　20万円以上に．まで拡大しわずかな
　　　　　　　　　（1904＝明治37年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がら課税免除者も設けられるに至等副酬㈱比）陣馴（撚比）
　！等
　2
　3
　4
　5，
6　tvlO
ll～工5
16rv20
21’一一25
26A”30
31’v32
合計
　戸　1
　1
　4
　3
　3
　30
　126
　448
　630
1，611
　8251’
3，482
　　％
i　（O．3）
　（O．9）
　（3．6）
（12．9）
（15．2）
（43．4）
（23．7）
（エOO．0）
　　　円
　26，660
　20，000
　74．800
　46，500
　39，000
　189，350
　249，200
　294，980
　96，930
　80，500
　15，470
工，工33，390i
　　％
g（i8．3）
（16．7）
（22，0）
（26，0）
　（8，6）
　（7，1）
　（1．4）
（IOO，O）
注）1．前掲資料により作成。県税戸数割
　　は前期分通常賦課である。
り，救助階層への社会政策的配慮
がなされるに至っている。しかし
戸別を対象に行われる納税者数
（戸数）の分布は，16等以下の中
下位階層が1904年度で95．2％を占
め，1908年度96％，1913年度94．8
％と圧倒的な比重を占めており著
しい大衆課税＝細民課税の性格を
示している。税額累計でも11等以
下の中下位階層で6～7割を占め
るのである。とくに21等以下の下
一28一
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津山町県税戸数割賦課状況（その2）　位階層の税額に占める割合が，
　　　　　（1908　＝明治41年度）
等級瞬（轍比牌訓（構成段）
　1等
　2
　3
　4
　5
6　NIO
l！NIS
！6N20
21”一．25
26N30
31一一・33
免　除
合　出
戸
　1
　3
　1
　2
　6
23
98
372
531
1，072
1，371
　　4
3，484
　　％
?
　（0．4）
（O．7）
（2．8）
（IO．7）
（16．2）
（30．8）
（39．3）
　O．1
（100．0）
　　円
67，000
177，000
62，000
88，000
222，000
448，400
519，900
68B，400
442，140
287，320
106，850
3，099，010
　　iOOV
i（i9．6）
（14．5）
（16．フ）
（22．2）
（14．3）
（9．3）
（3．4）
（100，0）
注）前掲資料による。
第14表　津山町県税戸数割賦課状況（その3）
　　　　　　　　（1913＝＝大正2年度）
等細戸蜘轍鮒）陳釧（構成比）
　1等
　2
　3
　4
　5
6～工O
！l～工5
16N20
21fiv25
26”v30
31”v33
免　除
戸
　2
　2
　3
　3
　3
2B
IO4
336
660
1，180
1，430
　S4
3，792
　　．o．／
／　（b．4）
　（0．フ）
　（2．フ）
　（8．9）
（17．1）
（31．L）
（37．7）
　L4（100．0）
　　円
！47，560
116，800
14S，500
117，000
93，000
380，800
351，000
412，410
359，660
168，420
51，300
　　iOOV
?????）
（16．2）
（ユ5，0）
（17．6）
（15．3）
（7．2）
（2．2）
2，343，4501　（IOO．O）
注）前掲資料による。
19Q4年度に17・1％だったものが
1908年度には実に27％と3割近く
に拡大し，1913年度にもなお24．7
％と税額全体のY4を占めているこ
とが注目されるのである。町税付
加税にはこれに対して3～6倍
（多い場合はこれをさらに超える
こともある）位の比例倍率で課税
されるので下位の零細な戸〔1（大
部分農家）ではかなりの重課で逆
進性がつよい税となるのである。
1戸当りの県税戸数割の賦課は，
1908年度半期分で1等75円50銭
（通常賦課67円，臨時賦課8円50
銭）から33等4銭（通常3銭，臨
時1銭）までに配分されている。
また上位階層は町内の有力地主層
が占めるがその順位も年次を追っ
て若干の変化がみられる。戸数割
の配賦，その等位の決定等は町村
議会の最も重要な自治行政の一つ
をなしていkことは明らかであろ
う。
　いま，1908年度を例に津山町会
議員27名の出身等位をみると，1
等級の苅田善治郎を筆頭に5等ま
一29一
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でで計2名，6等～IO等まで3名と10等級までを5名で占め，15等までで16
名と過半に及び，ユ8等位まで24名と27名中の大部分を上中位階層出身者で占
めていることが分る。ここで上位を占める人の名前をみるとユ等苅田善治
郎・2等松本幸四郎・片山秀五郎，山田猪之助，3等吉村唯四郎，4等森本
第ユ5表　津山町会議員の
　　　出身階層
　　　　　（1908年度）
戸数割等位　　人　員
エ～5等
6　～ユ0〃
ll　N　15”
16　N　18　ti
！9　N　33v
2名
3
11
8
3
計 27名
町長小沢泰は13等と上層の中位辺に位している。
会の意志決定には，上中位を占める有力議員の影響がきわめて大きく作用し
ていたことは明らかであろう。津山町ではとくに中位等級に位する中堅議員
が町会の大多数を占めている。尋常小学校の分離にさいしての意見発議にも
これら中堅議員の発言が大きくなっている。戸数割賦課とそのあり方をめぐ
る村民からの意見書，訴願もあったとみられているが，町村合併時に処分さ
れ現在役所倉庫には保存されていない。学校分離については，当時大字地区
住民の意向もつよく反映していた。
　町会ではこのほか県税営業税の賦課も決定されているが，営業税のばあい
1等～5等と等級の分け方も小さく賦課額も1908年前期で202円，404戸，1
戸平均50銭と戸数割の賦課の町内への包括的性格と比べてその町税に占める
　　　　　　　　　　　　　　　　くの付加税としての地位もかなり小さい。
慶三，林喜平，5等浮田佐平，下山豊治郎，藤田
徳治郎，塩山駐助，中島辣治郎，井上林吉，6等
石坂咲夫，湯浅善水，甲元保五郎などの名前がみ
える。この順位は年次によって変化が若干みられ
るのは地主層の加地子（小作料）など所得額を考
慮したからであろうが必ずしもその明確な根拠を
明らかにし得ない。ただここで一等級に位する苅
田善治郎は，町内の有力地主層のユ人で町長など
を経験した者もいる家筋である。ちなみに当時の
　　　　　　　　　　以上のような構成から町議
（6）1908（明治41）年度津山町県税営業税（行商業）前期分の等位をみると以下第16
　表の通りであるが，戸数割に比べ全体として負担者の戸数は少ない。
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町の歳入には税のほかに有志者からの寄付金もかなり重要な位置を占めてお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くア　り，小学校建築への寄付金なども散見されたのであった。
第16表 津山町の営業税
　　　（1908年度前期分）
等副撫轟人員陣額．
　　　　　　　円　　　人
1等
2
3
4
5
700
600
500
400
300
37
86
工52
98
3！
?
25，900
51，600
76，000
39，000
9，300
（7）
合訓　　・・4入｝・・2・…
　たとえば1907（明治4G）年12月工8日，岡山市川崎町に住む，塚本芳五郎より津山
町基本金に指定寄付金百円，津山町西新町武田百六郎より津山尋常小学校基木金に
指定寄付金壱円などがあった。また塚本芳太郎は別に4百円を津山高等小学校，津
山尋常小学校ならびに津山私立幼稚園に指定寄附を申出ている。
一3！一
